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議案第１６７号 

 

   広島県市町総合事務組合の共同処理する事務の変更及び広島県市町総 

合事務組合規約の変更に関する協議について 

 

                            （総務部職員課）  

 

１ 提案の要旨 

広島県市町総合事務組合を組織する地方公共団体の職員に対する退職手当の支

給に関する事務について、府中町に係る事務を加えることによる共同処理する事

務の変更及びこれに伴う広島県市町総合事務組合規約の変更に関し協議しようと

するものである。 

２ 組合規約の変更年月日 

  令和６年４月１日 

 

 

 

（根拠法令） 

地方自治法 

第２８６条 一部事務組合は、これを組織する地方公共団体（－略－）の数を増減

し若しくは共同処理する事務を変更し、又は一部事務組合の規約を変更しようと

するときは、関係地方公共団体の協議によりこれを定め、都道府県の加入するも

のにあつては総務大臣、その他のものにあつては都道府県知事の許可を受けなけ

ればならない。－略－ 

第２９０条 第２８４条第２項、第２８６条（－略－）及び前２条の協議について

は、関係地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第１６８号 

 

公の施設の指定管理者の指定について 

 

（地域振興部地域づくり推進課）  

 

１ 提案の理由 

東広島市寺西地域センターの管理を行う指定管理者の指定をしようとするもの

である。 

２ 指定の内容 

(1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称及び指定管理者として指定を受

けるもの 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者として指定を受けるもの 

名称及び代表者の氏名 主たる事務所の所在地 

東広島市寺西地域セン 

ター 

寺西住民自治協議会 

会長 瀧鍵 和弘 

東広島市西条町寺家３１

６６番地１ 

(2) 指定期間 

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

（根拠法令） 

地方自治法 

第２４４条の２ 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第１６９号 

 

公の施設の指定管理者の指定について 

 

（地域振興部地域づくり推進課）  

 

１ 提案の理由 

東広島市御薗宇地域センターの管理を行う指定管理者の指定をしようとするも

のである。 

２ 指定の内容 

 (1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称及び指定管理者として指定を受

けるもの 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者として指定を受けるもの 

名称及び代表者の氏名 主たる事務所の所在地 

東広島市御薗宇地域セ

ンター 
御薗宇小学校区住民自

治協議会 

会長 勝谷 秀明 

東広島市西条町御薗宇７

２００番地 

(2) 指定期間 

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

（根拠法令） 

地方自治法 

第２４４条の２ 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 



‐４‐ 

議案第１７０号 

 

   公の施設の指定管理者の指定について 

 

（地域振興部地域づくり推進課）  

 

１ 提案の理由 

  東広島市高美が丘地域センターの管理を行う指定管理者の指定をしようとする

ものである。 

２ 指定の内容 

 (1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称及び指定管理者として指定を受

けるもの 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者として指定を受けるもの 

名称及び代表者の氏名 主たる事務所の所在地 

東広島市高美が丘地域

センター 
高美が丘小学校区住民

自治協議会 

会長 神殿 敬造 

東広島市高屋高美が丘四

丁目３４番２号 

 (2) 指定期間 

   令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２４４条の２ 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第１７１号 

 

公の施設の指定管理者の指定について 

 

（地域振興部地域づくり推進課）  

 

１ 提案の理由 

東広島市小田地域センターの管理を行う指定管理者の指定をしようとするもの

である。 

２ 指定の内容 

(1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称及び指定管理者として指定を受

けるもの 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者として指定を受けるもの 

名称及び代表者の氏名 主たる事務所の所在地 

東広島市小田地域セン

ター 
自治組織「共和の郷・

おだ」 

会長 小早川 正治 

東広島市河内町小田２１

８２番地 

(2) 指定期間 

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２４４条の２ 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第１７２号 

 

   公の施設の指定管理者の指定について 

 

                    （生活環境部環境先進都市推進課）  

 

１ 提案の理由 

  ひがしひろしま墓園及び東広島市火葬場の管理を行う指定管理者の指定をしよ

うとするものである。 

２ 指定の内容 

 (1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称及び指定管理者として指定を受

けるもの 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者として指定を受けるもの 

名称及び代表者の氏名 主たる事務所の所在地 

ひがしひろしま墓園 シナジー・五輪グループ

共同企業体 

代表者 

株式会社シナジー 

代表取締役 本 陽輔 

構成員 

株式会社五輪 

代表取締役 宮本 岳司

朗 

東広島市西条町寺家６

８４０番地１ 
ひがしひろしま聖苑 

黒瀬斎場 

豊浄苑 

河内斎場 

安芸津斎場 

 (2) 指定期間 

   令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２４４条の２ 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第１７３号 

 

   公の施設の指定管理者の指定について 

 

（健康福祉部地域共生推進課）  

 

１ 提案の理由 

  東広島市総合福祉センターの管理を行う指定管理者の指定をしようとするもの

である。 

２ 指定の内容 

 (1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称及び指定管理者として指定を受

けるもの 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者として指定を受けるもの 

名称及び代表者の氏名 主たる事務所の所在地 

東広島市総合福祉セン

ター 

社会福祉法人東広島市

社会福祉協議会 

理事長 松尾 祐介 

東広島市西条町土与丸１

１０８番地 

 (2) 指定期間 

   令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２４４条の２ 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第１７４号 

 

   公の施設の指定管理者の指定について 

 

（健康福祉部地域共生推進課）  

 

１ 提案の理由 

  東広島市地域福祉センターの管理を行う指定管理者の指定をしようとするもの

である。 

２ 指定の内容 

 (1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称及び指定管理者として指定を受

けるもの 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者として指定を受けるもの 

名称及び代表者の氏名 主たる事務所の所在地 

黒瀬保健福祉センター 社会福祉法人東広島市

社会福祉協議会 

理事長 松尾 祐介 

東広島市西条町土与丸１

１０８番地 豊栄保健福祉センター 

河内保健福祉センター 

安芸津文化福祉センタ

ー 

 (2) 指定期間 

   令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２４４条の２ 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第１７５号 

 

   公の施設の指定管理者の指定について 

 

（健康福祉部地域包括ケア推進課）  

 

１ 提案の理由 

東広島市安芸津地域福祉推進施設の管理を行う指定管理者の指定をしようとす

るものである。 

２ 指定の内容 

(1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称及び指定管理者として指定を受

けるもの 

指定管理者に管理を行

わせる公の施設の名称 

指定管理者として指定を受けるもの 

名称及び代表者の氏名 主たる事務所の所在地 

東広島市安芸津地域福

祉推進施設 

社会福祉法人東広島市

社会福祉協議会 

理事長 松尾 祐介 

東広島市西条町土与丸１

１０８番地 

(2) 指定期間 

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

（根拠法令） 

地方自治法 

第２４４条の２  

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第１７６号 

 

   公の施設の指定管理者の指定について 

 

                          （産業部農林水産課）  

 

１ 提案の理由 

  東広島市福富ふれあい農園の管理を行う指定管理者の指定をしようとするもの

である。 

２ 指定の内容 

 (1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称及び指定管理者として指定を受

けるもの 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者として指定を受けるもの 

名称及び代表者の氏名 主たる事務所の所在地 

東広島市福富ふれあい 

農園 

福富ふれあい農園運営

協議会 

会長 高川 正男 

東広島市福富町下竹仁２

３６９番地 

 (2) 指定期間 

   令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２４４条の２ 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第１７７号 

 

   公の施設の指定管理者の指定について 

 

                          （都市部都市整備課）  

 

１ 提案の理由 

  憩いの森公園の管理を行う指定管理者の指定をしようとするものである。 

２ 指定の内容 

 (1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称及び指定管理者として指定を受

けるもの 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者として指定を受けるもの 

名称及び代表者の氏名 主たる事務所の所在地 

憩いの森公園 賀茂地方森林組合 

代表理事 川口 洋海 

東広島市高屋町稲木２

０１０番地５ 

 (2) 指定期間 

   令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

（根拠法令） 

 地方自治法 

第２４４条の２ 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第１７８号 

 

   公の施設の指定管理者の指定について 

 

                            （都市部住宅課）  

 

１ 提案の理由 

市営住宅及び東広島市西条駅前地区再開発住宅の管理を行う指定管理者の指定

をしようとするものである。 

２ 指定の内容 

 (1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称及び指定管理者として指定を受

けるもの 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者として指定を受けるもの 

名称及び代表者の氏名 主たる事務所の所在地 

市営住宅５７施設（各

共同施設を含む。） 

株式会社第一ビルサービ

ス 

代表取締役 坂根 紳也 

広島市中区大手町五丁

目３番１２号 

東広島市西条駅前地区

再開発住宅（共同施設

を含む。） 

 (2) 指定期間 

   令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２４４条の２ 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第１７９号 

 

   公の施設の指定管理者の指定について 

 

（教育委員会生涯学習部スポーツ振興課）  

 

１ 提案の理由 

  八本松市民グラウンドの管理を行う指定管理者の指定をしようとするものであ

る。 

２ 指定の内容 

 (1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称及び指定管理者として指定を受

けるもの 

指定管理者に管理を行

わせる公の施設の名称 

指定管理者として指定を受けるもの 

名称及び代表者の氏名 主たる事務所の所在地 

八本松市民グラウンド 八本松住民自治協議会 

会長 土久岡 章治 

東広島市八本松南二丁目

１番１号 

 (2) 指定期間 

   令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２４４条の２ 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第１８０号 

 

   公の施設の指定管理者の指定について 

 

                 （教育委員会生涯学習部スポーツ振興課）  

 

１ 提案の理由 

  東広島市福富パークゴルフ場の管理を行う指定管理者の指定をしようとするも

のである。 

２ 指定の内容 

 (1) 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称及び指定管理者として指定を受

けるもの 

指定管理者に管理を行 

わせる公の施設の名称 

指定管理者として指定を受けるもの 

名称及び代表者の氏名 主たる事務所の所在地 

東広島市福富パークゴ

ルフ場 

東広島市福富パークゴ

ルフ場運営委員会 

会長 橋川 義 

東広島市福富町久芳４４

９０番地 

 (2) 指定期間 

   令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２４４条の２  

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第１８１号 

 

   請負契約の締結について 

 

（建設部技術企画課）  

 

１ 提案の理由 

  令和５年度土木施設災害復旧事業安芸津地区災害復旧工事（５－５）の請負契

約を締結しようとするものである。 

２ 契約の内容 

 (1) 工事の場所 

   東広島市安芸津町大田 

(2) 工事の内容 

土木一式工事 

上大田川 

     掘削工 ７,０００立方メートル 

     コンクリートブロック積工 １,２０９平方メートル 

     床固め工 ７箇所 

(3) 契約金額 

   ２億３,５１１万８,４００円 

(4) 契約の相手方 

   東広島市高屋町稲木３３５番地の１ 

   ラーフテクト株式会社 

   代表取締役 松 井 明 彦 

(5) 工期 

東広島市議会の議決のあった日の翌日から令和７年３月３１日まで 

 

 

 

 （根拠条例） 
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議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定によ

り議会の議決に付さなければならない契約は、予定価格１億５,０００万円以上

の工事又は製造の請負とする。 
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議案第１８２号 

 

   請負契約の変更について 

 

                   （建設部技術企画課）  

 

１ 変更の理由 

  令和５年６月２９日議決第１２１号により議決を経た令和４年度農業用施設災

害復旧事業黒瀬地区災害復旧工事（４－１）の請負契約について、工事の内容の

一部を変更する必要が生じたため、請負契約金額を変更しようとするものであ

る。 

２ 変更の内容 

原契約金額 変更契約金額 増加額 

１億９,７１７万８,３００円 １億９,９６０万７,１００円 ２４２万８,８００円 

３ 変更後の請負契約の内容 

 (1) 工事の場所 

   東広島市黒瀬町市飯田 

(2) 契約の相手方 

東広島市志和町七条椛坂１６３２番地の１ 

株式会社三輝 

代表取締役 木 村 遵 輝 

(3) 工期 

令和４年６月２日から令和６年３月２９日まで 

 

 

 （根拠条例） 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定によ

り議会の議決に付さなければならない契約は、予定価格１億５,０００万円以上

の工事又は製造の請負とする。 
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議案第１８３号 

 

   職員の高齢者部分休業に関する条例の制定について 

 

（総務部職員課）  

 

１ 制定の理由 

  高齢期の職員の多様な働き方を可能とすることを目的として、地方公務員法に

規定する高齢者部分休業制度を導入し、その実施に関し必要な事項を定めようと

するものである。 

２ 条例の内容 

 (1) 高齢者部分休業の承認（第２条関係） 

   任命権者は、５５歳に達した職員が、同年齢に達した日の属する年度の翌年

度の４月１日以後の日の１週間の勤務時間の一部について勤務しないことを申

請した場合において、当該職員の１週間当たりの通常の勤務時間の２分の１を

超えない範囲内で、１５分を単位として、これを承認することができる。 

 (2) 高齢者部分休業取得中の給与（第３条関係） 

   高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、その勤務しない１時間

につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

 (3) 承認の取消し又は休業時間の短縮（第４条関係） 

   任命権者は、高齢者部分休業をしている職員の業務を処理するための措置を

講ずることが著しく困難となった場合で当該職員の同意を得たときは、当該高

齢者部分休業の承認を取り消し、又は休業時間を短縮することができる。 

 (4) 休業時間の延長（第５条関係） 

   任命権者は、既に高齢者部分休業をしている職員から休業時間の延長の申請

があった場合で公務の運営に支障がないと認めるときは、当該職員に係る休業

時間の延長を承認することができる。 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日 
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 （根拠法令） 

地方自治法 

第２０４条  

② 普通地方公共団体は、条例で、前項の者に対し、扶養手当、地域手当、住居手

当、初任給調整手当、通勤手当、単身赴任手当、在宅勤務等手当、特殊勤務手

当、特地勤務手当（－略－）、へき地手当（－略－）、時間外勤務手当、宿日直

手当、管理職員特別勤務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、管理職手当、期末

手当、勤勉手当、寒冷地手当、特定任期付職員業績手当、任期付研究員業績手

当、義務教育等教員特別手当、定時制通信教育手当、産業教育手当、農林漁業普

及指導手当、災害派遣手当（－略－）又は退職手当を支給することができる。 

③ 給料、手当及び旅費の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければな

らない。 

 

 地方公務員法 

第２６条の３ 任命権者は、高年齢として条例で定める年齢に達した職員が申請し

た場合において、公務の運営に支障がないと認めるときは、条例で定めるところ

により、当該職員が当該条例で定める年齢に達した日以後の日で当該申請におい

て示した日から当該職員に係る定年退職日（－略－）までの期間中、一週間の勤

務時間の一部について勤務しないこと（次項において「高齢者部分休業」とい

う。）を承認することができる。 

 

地方公務員の育児休業等に関する法律 

第２条 職員（第１８条第１項の規定により採用された同項に規定する短時間勤務

職員、臨時的に任用される職員その他その任用の状況がこれらに類する職員とし

て条例で定める職員を除く。）は、任命権者（－略－）の承認を受けて、当該職

員の子（－略－）を養育するため、当該子が３歳に達する日（－略－）まで、育

児休業をすることができる。－略－ 

 

地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律 

第５条  
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３ 任命権者は、前２項の規定によるほか、職員が次に掲げる承認（－略－）を受

けて勤務しない時間について短時間勤務職員を当該職員の業務に従事させること

が当該業務を処理するため適当であると認める場合には、条例で定めるところに

より、短時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。 

(1) 地方公務員法第２６条の２第１項又は第２６条の３第１項の規定による承認 
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議案第１８４号 

 

   職員の給与に関する条例等の一部改正について 

 

                            （総務部職員課）  

 

１ 改正の理由 

  国家公務員の一般職の職員の給与の改定に合わせて、一般職の職員の給与の改

定を行うとともに、当該一般職の職員の給与の改定に合わせて市議会議員並びに

市長、副市長及び教育長（以下「市長等」という。）の期末手当の支給率の改定

その他所要の規定の整備を行おうとするものである。 

２ 改正の内容 

(1) 給料 

  ア 行政職給料表及び消防職給料表について、最大７.９９パーセントの割合

で給料月額を引き上げる。（第１条関係） 

  イ 定年前再任用短時間勤務職員の給料表について、最大０.５３パーセント

の割合で給料月額を引き上げる。（第１条関係） 

ウ 一般職の任期付職員のうち高度の専門的な知識経験又は優れた識見が必要

とされる業務に従事させる職員（以下「特定任期付職員」という。）の給料

表について、最大１.１８パーセントの割合で給料月額を引き上げる。（第

６条関係） 

 (2) 期末手当（第１条、第２条、第３条、第４条、第６条、第７条関係） 

  ア 令和５年１２月に一般職の職員（特定任期付職員を除く。イにおいて同

じ。）、市議会議員及び市長等並びに特定任期付職員に支給する期末手当

の支給率を次のように引き上げる。 

区  分 現 行 改 正 

一般職員 １.２月分 １.２５月分 

定年前再任用短時間勤務職員 ０.６７５月分 ０.７月分 

市議会議員及び市長等 ２.２月分 ２.３月分 

特定任期付職員 １.６５月分 １.７５月分 

  イ 令和６年度以後に一般職の職員、市議会議員及び市長等並びに特定任期付
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職員に支給する期末手当の支給率を次のように改定する。 

区  分 支給月 令和５年度 令和６年度以後 

一般職員 ６月 １.２月分 １.２２５月分 

１２月 １.２５月分 

定年前再任用短時間勤務職

員 

６月 ０.６７５月分 ０.６８７５月分 

１２月 ０.７月分 

市議会議員及び市長等 ６月 ２.２月分 ２.２５月分 

 １２月 ２.３月分 

特定任期付職員 ６月 １.６５月分 １.７月分 

１２月 １.７５月分 

(3) 勤勉手当（第１条、第２条関係） 

  ア 令和５年１２月に一般職の職員（会計年度任用職員及び特定任期付職員を

除く。(3)において同じ。）に支給する勤勉手当の支給率を次のように引き

上げる。 

区  分 現 行 改 正 

一般職員 １月分 １.０５月分 

定年前再任用短時間勤務職員 ０.４７５月分 ０.５月分 

  イ 令和６年度以後に一般職の職員に支給する勤勉手当の支給率を次のように

改定する。 

区  分 支給月 令和５年度 令和６年度以後 

一般職員 ６月 １月分 １.０２５月分 

 １２月 １.０５月分 

定年前再任用短時間勤務職

員 

６月 ０.４７５月分 ０.４８７５月分 

１２月 ０.５月分 

ウ 会計年度任用職員に対して他の一般職の職員と同様に勤勉手当を支給する

こととする。 

(4) 在宅勤務等手当（第２条関係） 

  在宅勤務を中心とした働き方をする一定の職員について、在宅勤務に伴う光

熱費、水道費等の費用の負担を軽減するため、新たに在宅勤務等手当を設け

る。 

３ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

ア 給料表並びに令和５年１２月に支給する期末手当及び勤勉手当に関する規

定 公布の日 

イ 令和６年度以後に支給する期末手当及び勤勉手当に関する規定等 令和６
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年４月１日 

 (2) 経過措置 

ア 給料表並びに令和５年度に支給する期末手当（市議会議員及び市長等に係

るものを除く。）及び勤勉手当に関する規定は、令和５年４月１日から適用

する。 

イ 令和５年度に市議会議員及び市長等に支給する期末手当に関する規定は、

令和５年１２月１日から適用する。 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方自治法 

第２０３条 

③ 普通地方公共団体は、条例で、その議会の議員に対し、期末手当を支給するこ

とができる。 

④ 議員報酬、費用弁償及び期末手当の額並びにその支給方法は、条例でこれを定

めなければならない。 

第２０４条  

② 普通地方公共団体は、条例で、前項の者に対し、扶養手当、地域手当、住居手

当、初任給調整手当、通勤手当、単身赴任手当、在宅勤務等手当、特殊勤務手

当、特地勤務手当（－略－）、へき地手当（－略－）、時間外勤務手当、宿日直

手当、管理職員特別勤務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、管理職手当、期末

手当、勤勉手当、寒冷地手当、特定任期付職員業績手当、任期付研究員業績手

当、義務教育等教員特別手当、定時制通信教育手当、産業教育手当、農林漁業普

及指導手当、災害派遣手当（－略－）又は退職手当を支給することができる。 

③ 給料、手当及び旅費の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければな

らない。 

 

 地方公務員法 

第２４条 
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５ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。 

 

地方公務員の育児休業等に関する法律 

第１９条 

２ 職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、国家公務員育児休業法第

２６条第２項に規定する育児時間の承認を受けて勤務しない場合の国家公務員の

給与の支給に関する事項を基準として定める条例の定めるところにより、減額し

て給与を支給するものとする。 
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議案第１８５号 

 

   職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

 

（総務部職員課）  

 

１ 改正の理由 

  柔軟な働き方を推進することを目的として、職員の申告を考慮して勤務時間を

割り振ることを可能とするとともに、所要の規定の整備を行おうとするものであ

る。 

２ 改正の内容 

 (1) 一定の職員について、始業及び終業の時刻を、職員の申告を経て、定められ

た１日の勤務時間と同一の時間数となるように勤務時間を割り振ることができ

るようにすることとする。（第３条関係） 

 (2) 次に掲げる職員について、始業及び終業の時刻を、職員の申告を経て、定め

られた１週間の勤務時間を変更することなく、勤務時間を割り振ることができ

るようにすることとする。（第３条関係） 

  ア 子の養育又は配偶者、父母、子、配偶者の父母等の介護をする職員 

  イ アに掲げる職員の状況に類する状況にある職員 

  ウ 社会貢献活動又は公務上有用な知識若しくは技術を習得し、若しくは向上

させるために必要と認められる活動を行う職員 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日 

 

 

 

 （根拠法令） 

 地方公務員法 

第２４条 

５ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。 
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議案第１８６号 

 

   東広島市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する    

   基準を定める条例の一部改正について 

 

                         （こども未来部保育課）  

 

１ 改正の要旨 

  特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施

設等の運営に関する基準の一部改正に伴い、特定教育・保育施設及び特定地域型

保育事業の運営に関する基準について必要な事項を定めるとともに、所要の規定

の整理を行おうとするものである。 

２ 施行期日 

  公布の日 

 

 

 

（根拠法令） 

 子ども・子育て支援法 

第３４条  

２ 特定教育・保育施設の設置者は、市町村の条例で定める特定教育・保育施設の

運営に関する基準に従い、特定教育・保育（特定教育・保育施設が特別利用保育

又は特別利用教育を行う場合にあっては、特別利用保育又は特別利用教育を含

む。－略－）を提供しなければならない。 

第４６条 

２ 特定地域型保育事業者は、市町村の条例で定める特定地域型保育事業の運営に

関する基準に従い、特定地域型保育を提供しなければならない。 
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議案第１８７号 

 

東広島市使用料条例の一部改正について 

 

（教育委員会学校教育部教育総務課）  

 

１ 改正の理由 

西条中学校屋内運動場に空気調和設備を、志和中学校にテニスコート及びその

照明施設を設置することに伴い、これらの学校施設に係る使用料を新たに定める

とともに、安芸津中学校屋内運動場において冷暖房を使用する場合に加算する使

用料の額を改定しようとするものである。 

２ 改正の内容 

 (1) 西条中学校屋内運動場において冷暖房を使用する場合には、１時間当たり

８００円を当該屋内運動場の使用料の額に加算する。（別表関係） 

 (2) 志和中学校テニスコートの照明施設に係る使用料の額を次のとおり定め

る。（別表関係） 

施設名及び区分 使用時間 使用料 

照明施設 北側２面 １時間につき ２００円 

南側１面 １時間につき １００円 

 (3) 安芸津中学校屋内運動場において冷暖房を使用する場合に加算する１時間

当たりの使用料の額を、次のとおり改定する。（別表関係） 

現 行 改 正 

７,０４０円 １,５００円 

３ 施行期日等 

(1) 施行期日 

令和６年４月１日等 

 (2) 経過措置 

   施行日以後の行政財産の使用に係る使用料について適用する。 
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（根拠法令） 

地方自治法 

第２２８条 分担金、使用料、加入金及び手数料に関する事項については、条例で

これを定めなければならない。－略－ 



 


